
地域医療介護総合確保基金にかかる県計画に
関する事後評価（案）について

令和５年８月２９日
第１回徳島県地域医療総合対策協議会

資料１－２



医師等の偏在の解消、医療機関の
勤務環境の改善、チーム医療の推進等の
事業に助成し、医師、看護師等の地域に
必要な質の高い医療従事者の確保・養成
を推進する。

・産科・救急・小児等の不足している診療
科の医師確保支援

・新人看護職員・看護職員等の質の向上を
図るための研修の実施

地域包括ケアシステムの構築に向けて、
居宅等における医療の提供に関する事業
を行う。

・在宅医療の従事者やかかりつけ医の育成
・訪問看護の促進、人材確保を図るための
研修等の実施

・在宅歯科医療の実施に係る拠点・支援
体制の整備 等

地域医療構想の達成に向けた病床機能
の分化及び連携等について実効性のある
ものとするため、医療機関が実施する
施設・設備の整備に対する助成を行う。

・医療機関（病院、診療所）をはじめ、
訪問看護ステーション、薬局及び介護
関係施設等におけるＩＣＴを活用した
地域医療情報ネットワークの構築を行う
事業

医療介護総合確保促進法に基づく県計画について

○基本的な考え方
地域における効率的かつ質の高い医療提供体制の構築とともに、地域包括ケアシステムの構築等により様々な課題を解決し、

県民が疾病を抱えても、自宅等の住み慣れた生活の場で療養し、人生の最後まで自分らしい生活を続けられるよう県計画を策定。

○医療介護総合確保区域
東部（徳島市、鳴門市、吉野川市、阿波市、佐那河内村、石井町、神山町、松茂町、北島町、藍住町、板野町、上板町）
南部（小松島市、阿南市、勝浦町、上勝町、那賀町、美波町、牟岐町、海陽町）
西部（美馬市、三好市、つるぎ町、東みよし町）

○計画の期間
平成２６年度県計画 平成26年度～令和４年度（９年間） 令和元年度県計画 令和元年度～令和７年度（７年間）
平成２７年度県計画 平成27年度～令和５年度（９年間） 令和２年度県計画 令和２年度～令和７年度（６年間）
平成２８年度県計画 平成28年度～令和７年度（10年間） 令和３年度県計画 令和３年度～令和４年度（２年間）
平成２９年度県計画 平成29年度～令和７年度（９年間） 令和４年度県計画 令和４年度（１年間）
平成３０年度県計画 平成30年度～令和７年度（８年間）

Ⅰ 病床機能分化・連携事業 Ⅱ 在宅医療推進事業 Ⅳ 医療従事者の確保・養成事業
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令和４年度実施
基金事業一覧
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令和４年度に実施した基金事業に関する事後評価

1
地域医療情報連携システム構築
事業

H26
～R4

○地域医療情報連携システム体制の構築

○徳島県地域医療総合情報連携システム検討会を行っ
た。(H26)
○徳島県地域医療総合情報連携システム検討会を行
い，医療ICTネットワークの構築に向け，県内の医療
関係者と協議を行った。（H28）
○地域医療情報連携システム体制の構築に向け、県内
の医療関係者と協議を行った。（H30）
○地域医療情報連携システム「阿波あいネット」の画
像連携機能拡充を推進した。(R1)
○地域医療情報連携システム「阿波あいネット」の画
像連携機能の構築が完了した。（R2）
〇地域医療情報連携システム「阿波あいネット」の那
賀地域での利用促進のため、上那賀病院へのサーバー
整備を支援した。（R3）
〇地域医療情報連携システム「阿波あいネット」の海
部地域での利用促進のため、美波病院へのサーバー整
備を支援した。（R4）

○ アウトカム指標設定なし － － － －

2
徳島県救急搬送支援システム整
備事業

R3
～R4

○医療機関情報登録医療機関数（新システム）
　２５医療機関

○医療機関情報登録医療機関数（新システム）
　３４医療機関

○

○３次救急医療機関軽症患者搬送率
　39.1%（R1年末）→
　39.1%（R3年末）→
　38.5%（R5年末）

○３次救急医療機関軽症患者搬送率
　36.0%（R4年末）

○

3
病床機能分化・連携促進基盤整
備事業

H27
～R4

○回復期・慢性期等を担う病床の整備
　５０床増（平成３０年度）
○整備を行う施設数
　１施設（H３０）、２施設（R2）、１施設（R4～R5)

○緩和ケア病床の整備　5床（H27）、19床（H28）
○回復期リハビリテーション病棟の整備　30床（H29)
○整備を行う施設数
　１施設（H30）、１施設（R2）、２施設（R4)

○

○２年度基金を活用して整備を行う回復期の病床数
　２０床（令和２年度）
　１５床（令和４年度）
○徳島県における回復期病床数
　１，７５０床→
　３，００３床　（平成３７年度までに）

○２年度基金を活用して整備を行う回復期の病床数
　５１床（R2)、４８床（R4）
○徳島県における回復期病床数
　２，３８７床（R4病床機能報告）
　※　速報値（精査中）

○

4
医療健康ビッグデータ活用促進
事業

R2
～R4

○医療健康ビッグデータ活用推進に向けた検討会議の
開催
　２回

○医療健康ビッグデータ活用推進に向けた検討会議の
開催
　１回（R4)

○
○平均在院日数
　37.0 日（平成30年）→
　36.0 日（令和４年）

○平均在院日数
　36.2 日（令和3年）
※R4調査結果については、まだ公表されていない

○

5
地域医療構想実現に向けた活動
支援事業

R2
～R4

○アドバイザーの出席した調整会議の開催件数
　延べ６回

○アドバイザーの出席した調整会議の開催件数　延べ
７回（令和２年度）※書面開催

○

○徳島県全体における機能ごとの病床数
　高度急性期 : ８３１床（R2)→７１８床（R7)
　急性期　　 : ３，５７５床（R2）→２，３９３床（R7）
　回復期　　 : ２，３２２床（R2）→３，００３床（R7）
　慢性期　　 : ４，２８７床（R2）→２，８８０床（R7）

○徳島県全体における機能ごとの病床数
　高度急性期 : ８１３床（R4)
　急性期　　 : ３，５７７床（R4）
　回復期　　 : ２，３８７床（R4）
　慢性期　　 : ３，７２２床（R4）
 　（令和4年度病床機能報告）※　速報値（精査中）

○

6 口腔ケア連携事業
R3

～R4

○地域医療機関等の職員対象の研修会の実施
　１回
○医科歯科連携のための研修会の受講者
　１００名

○地域医療機関等の職員対象の研修会の実施
　新型コロナウイルス感染拡大防止のため中止
○医科歯科連携のための研修会の受講者
　１３０名

○
○平均在院日数
　36.3 日（令和元年）→
　35.9 日（令和4年）

○平均在院日数
　36.2 日（令和3年）
※R4調査結果については、まだ公表されていない

○

7 単独支援給付金支給事業 R4
○対象となる医療機関数
　１医療機関

○対象となる医療機関数
　１医療機関

○
○令和４年度基金活用病床機能別再編病床数
　慢性期 ：△３０床

○令和４年度基金活用病床機能別再編病床数
　慢性期 ：△３０床

○

8 在宅歯科医療連携室運営事業 R4
○在宅歯科医療機器の貸出・使用総件数
　１,400件

○在宅歯科医療機器の貸出・使用総件数
　1,178件（R4)

○
○平均在院日数
　36.3 日（令和元年）→
　35.9 日（令和4年）

○平均在院日数
　36.2 日（令和3年）
※R4調査結果については、まだ公表されていない

○

R5.3.31現在

番号 事業名
事業の
期間
(年)

事業の目標 事業の達成状況
事業の達成状況

アウトカム指標 アウトカム指標達成状況
アウトカム指標の達成状況

達成 順調 未達成 達成 順調 未達成
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令和４年度に実施した基金事業に関する事後評価 R5.3.31現在
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事業の
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(年)

事業の目標 事業の達成状況
事業の達成状況
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9
在宅医療支援のためのかかりつ
け医研修事業

R4

○ＷＥＢ開催を含む研修会の開催回数
　１０回
○研修会の受講者数
　１，５００人

○ＷＥＢ開催を含む研修会の開催回数
　２４回（R4)
○研修会の受講者数
　3,215人（R4)

○
○平均在院日数
　36.3 日（令和元年）→
　35.9 日（令和4年）

○平均在院日数
　36.2 日（令和3年）
※R4調査結果については、まだ公表されていない

○

10 訪問看護体制支援事業 R4

○訪問看護に関する研修等の開催
　10回
○研修への参加者数
　延200名

○訪問看護に関する研修等の開催
　35回
○研修への参加者数
　延466名

○
○訪問看護事業所従事者数
　495名　(令和2年度)
　→510名(令和4年度までに)

○訪問看護事業所従事者数
   522名（令和4年末）　※県速報値（国公表未）

○

11
在宅医療・介護コーディネート
事業

R4
○退院支援ルールの定着・改善に係る会議の開催
　３回

○退院支援ルールの定着・改善に係る会議の開催
　６回（R4)

○
○平均在院日数
　36.3 日（令和元年）→
　35.9 日（令和4年）

○平均在院日数
　36.2 日（令和3年）
※R4調査結果については、まだ公表されていない

○

12
在宅医療・介護連携サポート事
業

R4
○本事業を活用して後方支援病院ネットワークの構築
に取り組む医療機関等の数
　２か所

○本事業を活用して後方支援病院ネットワークの構築
に取り組む医療機関等の数
　３か所（R4)

○
○平均在院日数
　36.3 日（令和元年）→
　35.9 日（令和4年）

○平均在院日数
　36.2 日（令和3年）
※R4調査結果については、まだ公表されていない

○

13
歯科医療関係者在宅医療対応力
向上支援事業

R4
○説明会開催回数
　１回（後期高齢者歯科健診協力歯科診療所対象）

○説明会開催回数
　１回（後期高齢者歯科健診協力歯科診療所対象）

○
○後期高齢者歯科健診協力歯科診療所数の維持
　３８３件（令和４年度当初）→
　３８３件（令和５年度当初）

○後期高齢者歯科健診協力歯科診療所数の維持
　　３７９件（令和５年度当初）

○

14
ICT地域医療・介護連携推進事
業

R4
○在宅医療支援システム登録患者数
　３０人（徳島市内）

○在宅医療支援システム登録患者数
　８５人（徳島市内）（R4）

○
○平均在院日数
　36.3 日（令和元年）→
　35.9 日（令和4年）

○平均在院日数
　36.2 日（令和3年）
※R4調査結果については、まだ公表されていない

○

15
地域包括ケア・在宅医療推進薬
剤師育成事業

R3
～R4

〇研修（座学及び実技）を受講した薬剤師数
　０人（R3.4）→４０人（R5.3）

研修（座学及び実技）を受講した薬剤師数
４２人（Ｒ５．３）

○
○研修受講後の無菌調剤を実施する薬剤師数
　０人（R3.4）→３０人（R5.3）

研修受講後の無菌調剤を実施する薬剤師数
３０人

○

16 退院支援担当者配置等支援事業 R4
○本事業を活用して退院支援担当者を配置する医療機
関数
　５機関

○本事業を活用して退院支援担当者を配置する医療機
関数
　６機関（R4)

○
○平均在院日数
　36.3 日（令和元年）→
　35.9 日（令和4年）

○平均在院日数
　36.2 日（令和3年）
※R4調査結果については、まだ公表されていない

○

17
小児在宅医療提供体制構築支援
事業

R4

○研修会の開催件数
　２回
〇県内の小児在宅サポート医の数
　１５名

○研修会の開催件数
　２回（R4)
〇県内の小児在宅サポート医の数
　１０名（R4)

○
○平均在院日数
　36.3 日（令和元年）→
　35.9 日（令和4年）

○平均在院日数
　36.2 日（令和3年）
※R4調査結果については、まだ公表されていない

○

18
心身障がい者(児）歯科診療対
応力強化事業

R4
○研修参加者数
　５２人（R４当初）→
　５４人（R５当初）

○研修参加者数
　６３人

○
○障がい者（児）受入れ開業歯科診療所数
　１４０件（R４当初）→
　１４２件（R５当初）

○障がい者（児）受入れ開業歯科診療所数
　１４４件

○

19 新任訪問看護師等人材確保事業 R4 ○訪問看護ステーションへの補助　１施設 ○訪問看護ステーションへの補助　１施設 ○
○訪問看護事業所従事者数
　495件（R２）→５１０件（R4までに）

○訪問看護事業所従事者数
   522名（令和4年末）　※県速報値（国公表未）

○

20 地域医療支援センター運営事業 R4

○地域医療ニーズに応じた適正な医療配置の検討回数
　５回
○地域枠医師のキャリア形成プログラムの適用割合
　１００％

○地域医療ニーズに応じた適正な医療配置の検討回数
　７回
○地域枠医師のキャリア形成プログラムの適用割合
　１００％

○
○医師確保計画における医師偏在指標
　西部（医師少数区域）１４１．８ →
　医師少数区域からの脱出（R6）

○医師確保計画における医師偏在指標
　西部（医師少数区域）１４１．８

○

21 看護師等養成所運営費補助事業 R4
○補助を行う看護師等養成所
　２箇所

○補助を行う看護師等養成所
　２箇所

○
○県内就業看護職員
　13,399人（令和2年末）→
　13,420人（令和4年末）

○県内就業看護職員
　13,443人（令和4年末）　※県速報値（国公表未）

○

22 小児救急医療体制整備事業 R4
○小児救急拠点病院及び小児救急輪番病院の数
　４機関

○小児救急拠点病院及び小児救急輪番病院の数
　４機関

○
○小児救急拠点病院及び小児救急医療輪番病院が設置されて
いる二次医療圏数
　３医療圏（R１）→３医療圏（R４）

○小児救急拠点病院及び小児救急医療輪番病院が設置さ
れている二次医療圏数
　３医療圏（R４）

○

23 子ども医療電話相談事業 R4
○子ども医療電話相談件数
　年間8,000件

○子ども医療電話相談件数
　年間8,531件

○
○小児救急医療拠点病院における軽症患者率
　86.8％（H28）→86.8%以下(R4)

○小児救急医療拠点病院における軽症患者率
　57.6％

○

24 病院内保育所運営補助事業 R4
○運用対象施設数
　８施設

○運用対象施設数
　11施設

○
○県内就業看護職員
　13,399人（令和2年末）→
　13,420人（令和4年末）

○県内就業看護職員
　13,443人（令和4年末）　※県速報値（国公表未）

○
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令和４年度に実施した基金事業に関する事後評価 R5.3.31現在

番号 事業名
事業の
期間
(年)

事業の目標 事業の達成状況
事業の達成状況

アウトカム指標 アウトカム指標達成状況
アウトカム指標の達成状況

達成 順調 未達成 達成 順調 未達成

25
看護学生臨地実習指導体制強化
事業

R4
○保健師助産師看護師等実習指導者講習の修了者数
　20人

○保健師助産師看護師等実習指導者講習の修了者数
　23人

○
○県内就業看護職員
　13,399人（令和2年末）→
　13,420人（令和4年末）

○県内就業看護職員
　13,443人（令和4年末）　※県速報値（国公表未）

○

26 新人看護職員研修事業 R4
○新人看護職員研修の実施病院への補助
　１５箇所

○新人看護職員研修の実施病院への補助
　22箇所

○
○県内就業看護職員
　13,399人（令和2年末）→
　13,420人（令和4年末）

○県内就業看護職員
　13,443人（令和4年末）　※県速報値（国公表未）

○

27 看護職員勤務環境改善推進事業 R4
○勤務環境改善への取り組み検討施設
　１か所

○勤務環境改善への取り組み検討施設
　１か所

○
○県内就業看護職員
　13,399人（令和2年末）→
　13,420人（令和4年末）

○県内就業看護職員
　13,443人（令和4年末）　※県速報値（国公表未）

○

28 産科医等確保支援事業 R4

○手当支給者数
　４２人
○手当支給施設数
　１４施設

○手当支給者数
　78人
○手当支給施設数
　13施設

○
○分娩1,000件あたりの産婦人科医師数
　１４．７人（H28）→１４．７人（R3）

○分娩1,000件あたりの産婦人科医師数
　18.6人

○

29 新生児医療担当医確保支援事業 R4
○新生児医療担当手当支給回数
　５０回

○新生児医療担当手当支給回数
　114回

○
○県内の新生児を担当する医師数
　4人(令和３年度)→4人(令和４年度)

○県内の新生児を担当する医師数
　3人

○

30 看護職員就業確保支援事業 R4

○看護関係の各種説明会等の開催回数
　３回
○退職後の看護職員活動人数
　延べ５０人

○看護関係の各種説明会等の開催回数
　13回
○退職後の看護職員活動人数
　延べ147人

○
○県内就業看護職員
　13,399人（令和2年末）→
　13,420人（令和4年末）

○県内就業看護職員
　13,443人（令和4年末）　※県速報値（国公表未）

○

31
へき地看護職員確保・定着推進
事業

R4
○復職研修の実施
　３回

○復職研修の実施
　・集合講義研修は中止
　・定時看護技術演習：７回
　・随時看護技術演習：１１回

○
○県内就業看護職員
　13,399人（令和2年末）→
　13,420人（令和4年末）

○県内就業看護職員
　13,443人（令和4年末）　※県速報値（国公表未）

○

32 看護師等養成所支援事業 R4
○スクールカウンセリング実施養成所への補助
　２校

○スクールカウンセリング実施養成所への補助
　３校

○
○県内就業看護職員
　13,399人（令和2年末）→
　13,420人（令和4年末）

○県内就業看護職員
　13,443人（令和4年末）　※県速報値（国公表未）

○

33 臨床研修医確保対策推進事業 R4
○臨床研修病院合同説明会で本県の医療機関を訪問し
た医学部生の累計人数
　２００人以上

○臨床研修病院合同説明会で本県の医療機関を訪問し
た医学部生の累計人数
　１２２人

○
平成２７年度以降の県内での研修医総マッチング件数
１１５人（平成２７年度）→４０４人（令和４年度）

平成２７年度以降の県内での研修医総マッチング件数
４０５人（令和４年度）

○

34
地域保健従事者実践能力強化事
業

R4
○研修会受講者延べ人数
　５０名

研修会受講者延べ人数
　７１名

○

○地域住民の健康や生活をアセスメントし、抽出された健康
課題に対し支援ができる新任期保健師の割合
　２０％（平成３０年度）　→
　３０％以上（令和４年度）

地域住民の健康や生活をアセスメントし、抽出された健
康課題に対し支援ができる新任期保健師の割合
　62.9％（令和4年度）

○

35 救急医療等「総合力」向上事業 R4
○医療従事者向けの研修参加者数
　１００人

○医療従事者向けの研修参加者数
　250人

○
○多数傷病者発生時に活動する医療関係者数
　１０２名(R２)→１０８名（R４）

○多数傷病者発生時に活動する医療関係者数
　170名

○

36
後方支援機関への搬送体制支援
事業

R4
○モービルICUの運用台数
　２台

○モービルICUの運用台数
　２台

○
○高度救命救急センター運営数
　令和３年度：２→令和４年度：２

○高度救命救急センター運営数
　令和３年度：１→令和４年度：１

○

37 二次救急医療体制確保支援事業
H29
～R4

○補助医療機関数
　１５医療機関
○補助対象医療機関救急搬送受入総件数
　１，２７５件

○補助医療機関数
　２３医療機関
○補助対象医療機関救急搬送受入総件数
　２０，３６２件

○
○救急告示医療機関数
　令和３年度：４０機関→令和４年度：４０機関

○救急告示医療機関数
　令和４年度：４３機関

○

38 歯科医療従事者養成確保事業 R4
○研修会等参加者数
　３０名

○研修会等参加者数
　３４名

○
○県内就業歯科衛生士数（人口10万人対）
　180人（令和３年末）→
　180人（令和４年末）

○県内就業歯科衛生士数（人口10万人対）
   188人

○

39 口腔機能向上研修事業 R4
○研修会参加者延べ人数
　９０人（R2)、７０人（R4)

研修会参加延べ人数
　　１２６人（R2)、８９人（R4)

○
○平均在院日数
　36.3 日（令和元年）→
　35.9 日（令和4年）

○平均在院日数
　36.2 日（令和3年）
※R4調査結果については、まだ公表されていない

○
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令和４年度に実施した基金事業に関する事後評価 R5.3.31現在

番号 事業名
事業の
期間
(年)

事業の目標 事業の達成状況
事業の達成状況

アウトカム指標 アウトカム指標達成状況
アウトカム指標の達成状況

達成 順調 未達成 達成 順調 未達成

40
小児科・産科医師に係る働き方
改革モデル事業

R4
○勤務実態調査（レセプト解析を含む）：1回
○好事例の取組調査：１回
○検討会議開催：２回

○勤務実態調査（レセプト解析を含む）：1回
○好事例の取組調査：１回
○検討会議開催：２回

○
○県内病院に従事する小児科・産婦人科医師数
　小児科医６４人（H30）→６４人（R5)
　産婦人科医５０人（H30)→５０人（R5)

○県内病院に従事する小児科・産婦人科医師数
　小児科医　６４人（R2）
　産婦人科医  ５０人（R2）

○

41
看護職員キャリアアップ支援事
業

H30
～R4

○認定看護師養成研修への派遣補助
　５名
○特定行為研修への派遣補助
　５名

○認定看護師養成研修への派遣補助
　36名
〇特定行為研修への派遣補助
　16名

○

○県内認定看護師数の増加
　１３１名（平成30 年7月）→
　１３６名（平成31 年7月）
○県内就業看護職員数
　13,370人（H30末）→13,420人（R4末）

○県内認定看護師数の増加
　１５１名（令和元年7月）
○県内就業看護職員数
　１３，４４３人（令和４年末）※県速報値（国公表
未）

○

42 歯科衛生士の技能習得育成事業
R3

～R4

○歯科衛生士養成校における定員充足率の維持
　52.5％（R2年度末）→
　55.5％（R3年度末）→
　60％（R4年度末）

○歯科衛生士養成校における定員充足率の維持
　52.2％

○
○県内就業歯科衛生士数（人口１０万人対）
　１６０人（令和３年末）→
　１６０人（令和４年末）

○県内就業歯科衛生士数（人口１０万人対）
　１８８人（令和４年末）

○

43 女性医師等就労支援事業
R2

～R4

○女性医療従事者からの相談件数
　３件以上（R2)
　２件以上（R4)

○女性医療従事者からの相談件数
　７件（R2）
　２件（R4）

○
○県内医療施設で従事する女性医師数
　５４６人（平成２８年度）→
　６００人以上（令和４年度までに）

○県内医療施設で従事する女性医師数
　６０５人（令和２年度）

○

44
医療勤務環境改善支援センター
事業

H28
～R4

○医療勤務環境改善のための研修会の参加者数
　３０名（H28）、３０名（H29)、３０名(H30)、４５
名（R1）、５０名（R2）
○医療勤務環境改善支援センターの支援によって勤務
環境改善計画を策定する医療機関
　１機関（H29）、１機関(H30)、３機関（R2～R4：各
１機関）

○医療勤務環境改善のための研修会の参加者数
　　６８名（H28）、６２名（H29)、９０名(H30)、６
３名（R1）、９０名（R2）
○医療勤務環境改善支援センターの支援によって勤務
環境改善計画を策定する医療機関
　２機関（H29）、１機関(H30)、５機関（R2年度１、
R3年度１、R4年度３）

○

○県内医療機関従事医師数の増加
　医師2,425人（H30)→2,450人（R5までに）
○医療勤務環境改善マネジメントシステム導入医療機関にお
ける離職率の低下　（H31まで）

○県内医療機関従事医師数
　２，４３５人(R2「医師、歯科医師、薬剤師調査」)
○医療勤務環境改善マネジメントシステム導入医療機関
における離職率の低下
　8.3%（H28）→5.9%（H30)

○

45 地域医療総合対策協議会費
H30
～R4

○「地域医療総合対策協議会」年間開催回数
　２回（H30)、１回（R1)、２回（R2、R3、R4）

○「地域医療総合対策協議会」年間開催回数
　２回（H30）、３回（R1）、２回（R2）、２回
（R3）５回(R4)

○

○南部及び西部圏域における人口１０万人当たり医師数
　南部圏域：２５６．７人（H28）　→
　　　　　　　　２７５．０人（R4）
　西部圏域：２００．０人（H28）　→
　　　　　　　　２１０．０人（R4）

○へき地や市町村等への医師の派遣
　１１名/年（H28）
　→１４名/年（R4までに）

○南部及び西部圏域における人口１０万人当たり医師数
　南部圏域：２９０．０人（R2）
　西部圏域：２０４．９人（R2）
　
○へき地や市町村等への医師の派遣
　12名/年（Ｒ４）

○

46 医療従事者配置支援事業
R2

～R4

○本事業を活用し、医師事務作業補助者等を配置した
医療機関数
　４医療機関（令和２年度）

○本事業を活用し、医師事務作業補助者等を配置した
医療機関数
　１４医療機関

○
○県内医療機関従事医師数の増加
　2,369人（H28）→2,400人（R4までに）

○県内医療機関従事医師数
　２，４３５人(R2「医師、歯科医師、薬剤師調査」)

○

47
感染制御啓発・他業種人材育成
事業

H30
～R4

○研修会参加人数　１００人（H30、R1)
○研修参加人数　７０人（R4）

○研修会参加人数
　３２０名（H３０）
　２０４人（R１）
　３９７人（R４）

○

○感染性ｱｳﾄﾌﾞﾚｲｸの保健所への報告基準策定率
　８９.２％　→　９０％（平成３０年度までに）
○病院での外来治療中・入院中・他院紹介後に結核と診断さ
れた患者数
　平成２９年度８６人→８０名（令和４年度までに）

○感染性ｱｳﾄﾌﾞﾚｲｸの保健所への報告基準策定率
　８９．２％　→　９８．２％
○病院での外来治療中・入院中・他院紹介後に結核と診
断された患者数
　平成３０年度６８人

○

48
地域医療勤務環境改善体制整備
事業

R4
○本事業を活用し、医師の労働時間短縮に向けた総合
的な取組みを実施した医療機関　１医療機関

○本事業を活用し、医師の労働時間短縮に向けた総合
的な取組みを実施した医療機関　１医療機関

○
○県内医療機関従事医師数の増加
　医師2,425人（H30)→2,450人（R5までに）

○県内医療機関従事医師数
　２，４３５人(R2「医師、歯科医師、薬剤師調査」)

○

41 7 0 26 21 0合計
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